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論文内容の要旨
本論文(r在日朝鮮人運動の言説と「民族」アイデンティティJ)は、直接的には、 1945年の植民
地支配解放以後の在日朝鮮人運動一一在日朝鮮人への差別の撤廃やその社会的地位向上を目指した
さまざまな社会運動一一ーを考察の対象として、一方ではこれらの運動を産み出し、そして他方ではこ
れらの運動が生み出した、モE日朝鮮人の存在と fアイデンティティ」を巡る諸「言説」を分析し、こ
のことを通じて日本社会における在日戟鮮人の fあり方」の変遷を明らかにしたものである。
具体的には、 1950年代から 2000年代にいたるまでの期間において、在日朝鮮人によって展開され
てきたさまざまの「運動jのなかから、在日朝鮮人(社会)のみならず、日本人(社会)に対しても
大きな影響を及ぼしたと考えられるいくつかの「運動」を考察の対象としてとりあげ、その f運動」
の言説分析を通じて、在日朝鮮人にとっての「視箇」や「民族jが、そして夜日朝鮮人にとっての「日
本Jや「日本社会Jが、どのように f構築」され、また変容・脱構築せしめられてきたのかというこ
とを詳総にたどりながら、 「主体」としての在日朝鮮人とその自己像(アイデンティティ)のあり様
の変化を探ったものである。なお、本論文がいうところの「運動」とは、具体的かつ大衆的な抗議行
動や要求行動などをともなういわゆる「社会運動jだけではなく、知識人や運動のリーダー逮による
「言論によるj在日朝鮮人の思想や主張の展開をも含みこんだ、広義の「運動」である。むしろ本論
文は、在日朝鮮人の漬かれてきた状況を巡る「ヘゲモニーjの争いにおいて、在日朝鮮人によって産
み出されてきた諸「言説」とその産出過程により多く注目しており、その意味では本論文は在日朝鮮
人「運動史j として展開されているのではない。
以上を踏まえて、以下、本論文の構成を概略する。
まず序章では、本論の問題意識、先行する f在日朝鮮人運動」研究のレビューとそれへの批判的コ
メント、本論文の構成、研究の手法等について論じられている。
第!章(r在日朝鮮人カテゴリーの言説J)では、 「在日朝鮮人j、 「在日韓国人」、 「在日韓国・
朝鮮人」、 f在日」、 「在日コリアン」等々の在日朝鮮人を指す「カテゴリー名称Jの変遷について
分析している。そしてこれらの在日朝鮮人を指し示す「呼称Jの変遷が、在日朝鮮人を取りまく時代
的状況や日本の社会的状況に大きく規定されていることが明らかにされている。なお、この章では、
以降の章で展開される在日朝鮮人運動の言説分析のための基礎的な分析枠組みと理論カテゴリーの
提示もなされている。
第2章(r帰国運動の言説J)では、 1950年代末から 1960年代前半にかけて大規模に展開された
在日朝鮮人の共和国(~七朝鮮)への「帰国」運動とそれを巡る言説の分析がなされている。そして、
この運動を通じて、在日朝鮮人は自らの「祖国j という観念を、そして、 「在日朝鮮人」という閏有
の存在を、どのように言説化し、展開したのかということが論じられている。
第3章(r ~金嬉老事件』の言説J )では、 1960年代末に起こった「金嬉老事件」という一つの
「犯罪事件Jを巡って引き起こされた在日朝鮮人(知識人)と日本人(知識人)の「事件」への思解・
共感から嫌悪・拒絶にいたるさまざまな反応を丁寧に読み解きながら、この f言説の争しりのなかか
ら f被差別」の存在としての「在日」という存在が浮かび上がり、さらには差別に抗う「民族的j主
体としての在日という新たな主体が構築されていった一一在外公民としての在日朝鮮人から国有の
存在としての「在日」へ ということが論じられている。
第4章(r地域運動の言説J)では、 1970年代以降、大阪、神奈川などの在日朝鮮人の多住地域
において取り組まれた在日朝鮮人と日本人による「地域運動jをとりあげて、そこから紡ぎだされた
諸言説を検証している。具体的には、大阪府八尾市の「トッカビ子ども会」の活動の取りあげて、「ト
ッカビ子ども会」が遼動を展開するにあたり、 「在日朝鮮人」という存在をいかに言説化し、それを
運動のなかでどのように具体化していったのかということを明らかにしている。そして、ここでは、
新たに「多綴性j に基づく「共生」という理念が言説化されると同時に、しかしもう一方では、この
f共生」の理念が在日朝鮮人の f集団的アイデンティティ」としての「民族」と必ずしも誠和的では
なく、そこにはさまざまな札機と相克がもたらされたということが論じられている。
第 5章(r指紋押捺拒否運動の言説J)では、 1980年代に展開された在日朝鮮人の外国人登録法
に定められた指紋押捺義務を拒否する、いわゆる「指紋押捺拒否運動」が取り上げられている。ここ
で筆者は、押捺拒否という「否定」の運動が、それにもかかわらず、そこから産み出されたた言説が
「日本社会の『肯定~ Jの言説であったことに注目して、ここに「日本社会で生活し続けるj在日朝
鮮人(r市民」としての在日朝鮮人)という存夜を肯定的にとらえる言説が出現したということを論
じている。すなわち f違う」在日朝鮮人が、その「定住化」状況の深化に伴って、自らを日本社会の
「市民」あるいは「住民j として「ポジティブ」位霞づけるようになった、ということを明らかにし
ている。
第 6章(r国籍条項撤廃運動の言説J)では、 1980年代以降に展開され、 1990年代にそのピーク
を迎えた(と筆者はとらえている)地方公務員採用試験における「悶籍条項撤廃運動Jが取り上げら
れている。本章ではまず、地方公務員の採用における在日朝鮮人に対する差別的処遇の実態が各種資
料に基づいて明らかにされ、そのうえで、こうした差別を撤廃するための在日朝鮮人による運動とそ
こでの「言説」が分析されている。そして、この運動においても、 「指紋押捺拒否運動」と問様に、
「定住jする在日朝鮮人の「市民権」獲得という言説が普遍化したことを指摘しつつ、しかし問符に、
もう一方では「国際化jする社会における f外国人Jとしての在日朝鮮人という言説もまた産み出さ
れて、ここに新たなかたちで在日朝鮮人の f実態と帰艇のずれj が露わにされた、と論じている。
第7章(r日本国籍取得の言説J)では、 1990年代から 2000年代に顕著になってきた在日朝鮮人の
f臼本国籍取得」を巡る f運動j と言説が検証されている。具体的には、主として、 1990年代の初
期から在日朝鮮人の日本国籍取得を主張してきた「数少ない在日朝鮮人知識人jである鄭大均(チヨ
ン・テキュン)と「在日コリアン日本毘籍取得権確立協議会」という「運動J団体のメンバーの主張
を取り上げながら、 「コリア系日本人」という「新たな」言説の出現について論じている。そして筆
者は、在日朝鮮人が日本国籍を取得しても、在日朝鮮人と日本人は異なる存在である(ありうる)と
するこの言説の根底にもまた、依然として「アイデンティティと帰属のズレを解消すべきとする思考」
が、そして「暖昧な存在への否定感jが、潜んでいることを指摘している。
結論では、以上の戦後における在日朝鮮人「逐動jを巡る諸「言説Jの分析を踏まえて、半世紀にわ
たる在日朝鮮人の置かれている状況において、何が変化し、何が変化しないまま持続してきたのか、
ということが総括的に論じられている。在日朝鮮人の状況とアイデンティティを巡る言説はさまざま
に変容しつつも、しかし、それら「言説」の根底には、 「日本人、朝鮮人が本質的、生来的に異なる
存在」であるという前提と、 「実態と帰属のズレ」は解消されなければならないという思考は、一貫
して保持されてきた、と筆者は論じている。そのうえで、筆者は、 「ディアスポラJの概念をも援用
しつつ、 「一つのものに帰属しない在日朝鮮人」あるいは「媛昧な存在」としての在日朝鮮人という
あり方の可能性についての問いを提示して本論文を締めくくっている。
論文審査の結果の要旨
差別され社会的に不利な状況に置かれたマイノリティ(ここでは在日朝鮮人)が、自らの人維を回
復し、その社会的地位を向上させるためには、マイノリテイ当事者の「運動Jが不可欠であることは
言うまでもない。そしてこのようなマイノリティの運動は、それが「成功」するためには、必然的に
f対抗的j言説 すなわちマジョリティ(臼本人)社会の支配的な言説やそこからもたらされる偏
見や差別に対抗し、それらを相対化し、否定し、組み替えるような言説ーーを創出しなければならな
い。運動には言説のカによって、マジョリティ社会の「同意Jを得ることもまた、絶対に必要なので
ある。換言すれば、マイノリティの運動は、自らの権利や要求を「正当j なものとして提示しうる、
対抗的な言説を創出し、マジョリティ社会に浸透させ、マジョリティの「同意」を得ない限り「成功」
できないのである。
本論文は、戦後の50年間において、マイノリティとしての在日朝鮮人によって展開されてきたさ
まざまな「運動」を、まさにこの運動が創出してきた「言説」という側面から検証し、分析すること
を試みたものである。それゆえ、本研究の第一の特徴は、従来の在日朝鮮人「運動史」がややもする
と軽視ないしは無視してきたこの「言説の運動Jあるいは「運動としての言説」に着包した点にある。
運動の要因となり、それを必然・不可避ともした日本入社会における在日朝鮮人への非人間約・差別
的な処遇の諸現実が、それへの対抗運動においてどのように「言説J化されてきたのか、またその運
動の主体である在日朝鮮人の存在がどのようなものとしてアイデンティファイ(構築)されてきたの
か、さらにはあるべき(在日)朝鮮(人)と日本(人)の関係はいかに構想されてきたのかといった
ことを、時間軸に沿いながら、そして具体的な運動の展開に即しながら論じた本研究は、在日朝鮮人
運動論としても、さらには社会運動言語一般としてもきわめてユニークなものである。
また、本研究は、方法的にはいわゆる「社会構築論 Csocialconstructionis皿)J的な視点からの
研究であるということができるが、従来の社会構築論に基づく研究は、ややもすると、その多くが日
常生活のミクロな事象の分析や、あるいは諮個人の「アイデンティティ・ポリティックス」を巡る研
究に限定されがちであり、またその非歴史性も顕著である。それに対して、本研究は、このような社
会構築論的な視点と方法を用いて、よりマクロでかつ集合的なマイノリティ(夜日朝鮮人)の社会運
動とその歴史的変化を分析することを試みたものであり、この点においても、本研究は社会構築論の
新たな可能性を示唆するものとして評価されうる。
さらに、本研究のもう一つの大きな特徴は、マイノリティ集団による「アイデンティテイ・ポリテ
ィックスjが多かれ少なかれ抱え込まざるをえない「本質主義」のジレンマという問題に真正面から
取り組んでいるという点にある。すなわち、マイノリティの対抗運動は、しばしば、普通的な理念(た
とえば「人権」や「市民権J)と「真正な」アイデンティティという容易には閥立しがたいこつの言
説(理念)を創出・実践しつつ、そしてそれに依拠して、運動を展開せさーるをえないのであり、在日
朝鮮人の運動においてもそれは例外ではなかった。それはたとえば、一方では、在日朝鮮人運動が「違
い」を根拠とした日本(人)社会からの差別に抗い、その克服を目指すためには、在日朝鮮人の f固
有のjアイデンティティを確立し、在日朝鮮人の「違いJを積極的に肯定して、対抗運動の主体とし
ての在日朝鮮人を確立することが求められつつ、しかしもう一方では、これらの「違しりを超えた「普
遍的な」理念に基づいて運動は展開されなければならない、といったジレンマであり、あるいは、運
動が f成功Jするにつれて(たとえば在日朝鮮人の「市民権」獲得が実現されるにつれて)、在日朝
鮮人の日本(人)社会への同化が進行して、その結果としてその集合的アイデンティティが暖昧化す
る、といったジレンマである。本論文において筆者は、対象として取り上げている「運動Jの分析を
通じて、在日朝鮮人(社会)がこのジレンマとどのように向きあい、それと格闘してきたのかという
ことを明らかにしようと試みており、この筆者の問題意識の真空襲さと一貫性が、本論文をきわめて説
得的なものとしてる。もちろん、本論文において、この「難問」に対する筆者の回答が明示的に示さ
れているわけではないが、それでも、筆者によって提出されたこの課題は、今後のマイノリティ(運
動)研究が避けて通ることはできない課題であり、この意味において、本研究はマイノリティ研究や
差別問題研究に大きな寄与をなすものであるということができる。
なお、付け加えておくならば、本研究における膨大な先行研究や文献・資料類のサーベイは確かな
ものであり、その解釈や読解も堅実である。さらには、筆者自身が長年にわたって「運動jの現場で
際会・経験した事実に基づく議論の確かさも読み取られて、このこともまた本論の説得性を高めてい
ることをも指摘しておきたい。
しかしもちろん、本論文にはいくつかの課題も残されている。そのうちで、もっとも大きな課題は、
戦後における在日朝鮮人運動のすべてが本論文において網羅的にカバーされているのではない、とい
う点である。もちろん、このことは、本論文において分析の対象として選ばれている「運動jが怒意
的に選ばれているというわけではなく、その選択については納得のいく理由が示されてはいるが、し
かし、本論文で触れられていない f重要な」運動も少なくはない(たとえば従軍「慰安婦j問題を巡
る言説や「在日女性ぬ運動」を巡る言説など)。今後の、より包括的で総経的な運動とそれを巡る言
説の分析が待たれるゆえんである。
そしてもう一点、理論的枠組みとしての「社会構築論jのさらなる精綴化が望まれる。本研究にお
いては、社会構築論の近年の新たな展開については、ほとんど、その視野に入っていないように晃受け
られ、この点についての更なる研究が望まれる。
以上、いくつかの点で分析の不十分さや、概念の不明確さなども見受けられるのだが、しかし全体
として判断するならば、本論文は、その問題意識の明確さと視点の新しさ、そして考察の鋭さにおい
て、きわめて優れた論文であると評価されうる。よって、本論文は、本研究科の課程博士の学位に十
分値するものであると判断する。
